
 

   広島法務局海田出張所の廃止統合計画に反対する意見書 

 

 国は，地方法務局の支局・出張所については，平成７年の民事行政審議会答申の基準に

則して整理統合を進め，平成１６年１２月に閣議決定した「今後の行政改革の方針」にお

いても，地方支分部局等の事務・事業等について，集中的に減量・効率化を行うこととさ

れている。 

 これに基づき，広島法務局海田出張所は平成２２年３月頃を目処に本局への統合が予定

されている。海田出張所の主な業務は不動産登記等の業務であるが，個人の財産・権利が

重視されなければならない今日，出張所の廃止統合は，地域経済や住民の財産権保障の実

現に大幅な低下をきたすと考えられる。 

 また海田町は，山陽本線と国道２号が並走し，ＪＲ海田市駅から呉線が，国道２号の大

正交差点から国道３１号が分岐している交通の要衝であり，海田出張所の管轄区域内の市

町からの利用にも最適な立地であると考えられる。 

 このことから，海田出張所の廃止統合は，利用者にとって生活に直結する重要な問題で

あり，地域住民の利便性が著しく損なわれることが明白である。 

 よって，国においては，本地域の状況を十分考慮され，法務行政の拠点である広島法務

局海田出張所の廃止統合を行わないよう強く要望する。 

 

 以上，地方自治法第９９条の規定により，意見書を提出する。 

 

  平成２１年２月１８日 

 

                             広島県海田町議会    

 

 


